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第１　趣旨

東京農業は、収益性の悪化や農業者の高齢化、後継者の不足など、我が国の農業に共通する問題に加え、都市化に伴う生産環境の悪化や高い税負担など、大都市特有の問題を抱えている。その一方で、1,300万人の消費を抱え、そのメリットを活かした収益性の高い新たな農業経営を展開できる可能性を秘めている。

こうした中、都内では最近、農業後継者の就農だけでなく、農外からの就農も増えてきており、東京農業の力強い展開のために望ましい状況が生まれてきている。

都は、次世代を担う農業者となることを志向する新規就農者の育成・確保を図るため、農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成24年４月６日付け23経営第3543号農林水産事務次官依命通知。以下「国実施要綱」という。）に定める事業のうち、必要な事業を実施するものである。

第２　事業の内容等
　事業の内容及び事業実施主体等は別表のとおりとする。ただし、経営開始型において、29年度からの新規交付対象者に対する交付は、サポート体制を構築している市町村に限る。
第３　他の施策等との連携

本事業の実施に当たっては、国実施要綱のほか、人・農地問題解決加速化支援事業実施要綱（平成24年２月８日付け23経営第2955号農林水産事務次官依命通知）に定める人・農地プランの作成等と連携しながら推進するよう努めるものとする。
第４　助成措置等

知事は、本事業の実施のために必要な経費を別に定めるところにより、予算の範囲内において補助するものとする。

第５　その他

　この要綱に定めるもののほか、本事業の実施について必要な事項は、別に定める。

附　則
　この要綱は、平成24年８月20日から施行し、平成24年４月６日に遡って適用する。

附　則

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成25年６月21日から施行する。
附　則

この要綱は、決定の日から施行し、平成26年４月１日に遡って適用する。
附　則

この要綱は、決定の日から施行し、平成29年４月１日に遡って適用する。
別　　表（第２関係）
	事業内容
	実施主体
	補助率

	１　農業次世代人材投資事業
（１）経営開始型
次世代を担う農業者となることを志向する経営開始直後の新規就農者に対して資金を交付する事業
（２）推進事業
資金の交付事業を推進するために必要な事業
（３）経営発展支援金事業

経営開始型の交付対象者の更なる経営発展を支援するための支援金を交付する事業
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